
監査公表第 15 号（令和２年６月 19 日、県公報第 112 号登載） 

警察本部関係機関定期監査の結果に基づく措置通知（令和元年度） 

 

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 199 条第９項の規定により報告した警察本部関

係機関定期監査の結果（令和２年３月 30 日１監総第 294 号）に基づき、公安委員会から

措置を講じた旨の通知があったので、同条第 14 項の規定により、次のとおり公表する。 

 

  令和２年６月 19 日 

 

 

                 福 岡 県 監 査 委 員  藤 山 泰 三 

                 同            行 正 晴 實 

                 同            世 利 洋 介 

                 同            長   裕 海 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



福岡公委発第３６４号  

令和２年４月１６日  

 

  福岡県監査委員  藤 山 泰 三 殿 

  同               行 正  晴 實 殿 

  同                世 利 洋 介 殿 

  同               長   裕 海 殿 

 

福岡県公安委員会 

 

監査の結果に係る措置について（通知） 

 

令和２年３月３０日１監総第２９４号の監査結果の報告に基づき、次のとおり講じた措

置について通知します。 

 

記 

 

注意事項 

対象機関の 

属する部局名 
監査の結果 講じた措置の内容 

警察本部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動販売機設置に係る

建物貸付料について、納

入義務者が当該年度分を

平成31年４月30日までに

納入できるよう４月９日

までに調定を行うべきと

ころ、これが遅延してい

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件建物貸付料の調定は、遅延に気

付いた令和元年７月１日に行い、同年

７月１１日に納入義務者である自動販

売機設置事業者から納入を受けた。 

今後、調定遅延の防止を図るため、

定期的に行う調定については、調定予

定年月日を明記し、その納入に至るま

での経過を確認できる一覧表を作成し

て、担当者及び上司が調定業務の進捗

管理を確実に行うこととした。 

また、当該所属長から会計事務を担

当する職員に対して、今回の注意事項

の内容を周知し、再発防止を徹底する

よう指導した。 

さらに、本件建物貸付料に係る契約

書等関係書類の写しを人事異動の際の

引継書に添付し、確実に引き継いでい

くこととした。 

なお、警察本部総務部会計課から全

所属に対して、今回の注意事項の内容

等について資料を発出し、再発防止の

徹底を図った。 

 


